
G20大阪市民サミット提言案（インフラ関連） 

 

背景 

「質の高いインフラ」については、2015年に日本政府が提唱し、2016年の G7伊勢志摩

サミットや同年の G20広州サミットにおいていくつかの原則が確認されて来ており、2019

年 6月の G20大阪サミットでは、同原則のアップグレードが予定されている。 

しかし、G20 諸国の公的支援によるインフラ開発事業では、環境・人権問題を生じさせ

ているものも少なくない。また、大量の CO2排出が想定される石炭火力発電事業の公的支

援を継続している G20 諸国（日本、中国、韓国など）に対して国際的な批判も高まってい

る。 

 そこで、G20 大阪サミットで合意予定の「質の高いインフラ」に関する原則の策定にあ

たって、以下の点を含めることを提案する。 

 

提言： 

1. 原則策定にあたっては、持続可能な開発目標（SDGs）やパリ協定などの重要な国際合

意との整合性を確保すること。特に新たなエネルギー及び交通インフラ開発において

1.5度目標との整合性を確保し、石炭火力発電の新設や公的支援を行わないようにする

こと。 

2. インフラ事業の開発において可能な限り早期の段階から、事業の必要性および代替案

の検討を行なうこと。検討にあたっては、十分かつ適切な情報公開の下、影響住民を

含むステークホルダーの適切な参加と協議を確保すること。 

3. インフラ事業の開発において環境や社会への負の影響を回避・最小化すること。被影

響住民を含むステークホルダーにとって理解可能な言語・様式による情報公開及び適

切な協議プロセスを確保すること。 

4. G20 諸国のすべての公的金融機関が適切な環境社会配慮基準を策定すること。また主

要な民間金融機関に対しても同様の基準策定を促すこと。 

 

提案団体： 

「環境・持続社会」研究センター（JACSES）、気候ネットワーク、国際環境 NGO FoE Japan、

メコン・ウォッチ 


